
 

 

○山口県警察の警察安全相談に関する訓令 

平成１２年５月３１日 

本部訓令第１９ 号 

 

（趣旨） 

第１条 この訓令は、山口県警察に寄せられる犯罪等による被害を未然に防止するた

めの相談及び生活の安全と平穏を確保するための相談（以下「警察安全相談」とい

う。）について必要な事項を定めるものとする。 

（基本的心構え） 

第２条 警察職員は、警察安全相談に係る業務（以下「相談業務」という。）に従事

するときは、相談者及び関係者（以下「相談者等」という。）の心情に配意し、厳

正公平かつ親切丁寧にその職務を行わなければならない。 

（警察安全相談員） 

第３条 山口県警察に、警察安全相談に応ずるため、地方公務員法（昭和２５年法律

第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員（以下この条におい

て「警察安全相談員」という。）を置くことができる。 

２ 警察安全相談員は、警察の活動に対する知識及び経験を有する者のうちから、警

察本部長が任命する。 

３ 警察安全相談員の運用について必要な事項は、別に定める。 

（警察安全相談等の取扱い） 

第４条 警察職員は、警察安全相談を受けたときは、その内容に応じ、相談者等に対

する指導、関係警察職員への引継ぎ等を行うものとする。 

２ 警察職員は、警察安全相談以外の相談を受けたときは、親切丁寧に応接し、関係

機関の教示等を行うものとする。 

（所属長の責務） 

第５条 所属長は、警察安全相談の受理状況を確実に把握し、常に的確な対応が図ら

れるよう指揮監督を行わなければならない。 

２ 所属長は、警察安全相談の内容が特異なもの、社会的反響の大きいものその他総

合的な対応を要すると認められるものについては、警務部警察県民課長を経由し、

警察本部長に報告しなければならない。  

（関係機関等との連携） 

第６条 所属長は、相談者等の要望にこたえていくため、平素から関係機関、団体等

との連携の確保に努めるものとする。 

（指導教養） 

第７条 所属長は、所属職員に対し、相談者等への対応要領、相談業務を行う上で必

要となる知識等の指導教養を行うものとする。 

（相談業務に係る企画立案） 

第８条 警務部警察県民課長は、生活安全部生活安全企画課長と連携し、相談業務を



 

 

推進するための企画立案を行うものとする。 

（その他） 

第９条 この訓令に定めるもののほか、警察安全相談について必要な事項は、別に要

領で定める。 

２ 相談業務に従事する警察職員（第３条に規定する警察安全相談員を除く。）の選

任等について必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この訓令は、平成１２年６月１日から施行する。 

附 則 （平成１３年３月６日本部訓令第７号） 

この訓令は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則 （平成１４年３月１日本部訓令第８号） 

この訓令は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則 （平成１４年３月２５日本部訓令第１４号） 

この訓令は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則 （平成１５年８月１１日本部訓令第２９号山口県警察職員の健康管理に関する訓令等の一部を改正する

訓令３条による改正附則） 

この訓令は、平成１５年８月１１日から施行する。 

附 則 （平成１７年１１月１６日本部訓令第４５号） 

この訓令は、平成１７年１２月１日から施行する。 

附 則 （令和２年３月１６日本部訓令第１３号地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴

う関係訓令の整理等に関する訓令３条による改正附則） 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 


